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１．概要 

島根２号機構内では，第３系統直流電源設備設置工事等の安全対策工事に伴い掘

削を実施しているが，島根２号機工事計画認可申請（補正）（以下「工認申請」と

いう。）では掘削後の状態を前提とすることから，掘削による影響を整理した。 

また，アクセスルートについては，安全対策工事に伴い掘削した場合においても

仮設耐震構台を設置することにより確保することとしているため，仮設耐震構台に

よる影響を整理した。 

安全対策工事のエリア及び仮設耐震構台の設置場所を図１，掘削箇所の詳細を 

図２，仮設耐震構台の構造を図３に示す。 

 

 

図１ 安全対策工事のエリア及び仮設耐震構台の設置場所 
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図２ 掘削箇所の詳細  
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（単位：mm）      

平面図 

 

（単位：mm）      

断面図（Ａ－Ａ断面） 

 

 

（単位：mm）       

断面図（Ｂ－Ｂ断面） 

 

図３ 仮設耐震構台の構造 
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２．安全対策工事に伴う掘削による影響について 

安全対策工事に伴う掘削による影響を網羅的に確認する観点から，技術基準規則

各条文との関係性を整理し，関係条文について工認申請図書への影響を確認した。 

以下，安全対策工事に伴う掘削箇所及びアクセスルートの仮設耐震構台について

確認した結果を示す。 

なお，島根２号機の工認申請では掘削後の状態を前提とするが，掘削による影響

を踏まえ，以下を基本的な対応とする。 

 掘削による影響がある場合 

工認申請図書において掘削後の状態を示したうえで，掘削後の状態での詳細

設計結果を示す。ただし，原子炉設置変更許可時（2021.9.15 許可）の地盤条

件は，掘削前の状態としていること，安全対策工事の進捗により，地盤の状態

は変化する可能性があることを踏まえ，掘削前の状態における耐震計算につい

てⅥ-2-別添 7「安全対策工事に伴う掘削前の状態における耐震性に関する説明

書」に示す。 

 掘削後の評価が掘削前の評価と概ね同等と判断できる場合 

現状の掘削前の評価に用いている条件が妥当であることを示す。 

 掘削による影響がない場合 

工認申請図書及び補足説明資料において掘削後の状態を示さない。なお，共

通的に用いる構内配置図は，地下格納槽など全ての情報を示しているものでは

ないため，掘削による影響を説明する場合を除いて，構内配置図において掘削

後の状態を示さない。 

 

（１）安全対策工事に伴う掘削箇所 

安全対策工事に伴う掘削箇所について，技術基準規則各条文との関係性及び工認

申請図書への影響を確認した結果を表１に示す。 

掘削箇所の影響がある耐震計算書は，Ⅵ-2-別添 7-1「安全対策工事に伴う掘削

前の状態における耐震計算の方針」に示すとおり，以下が該当する。 

図書番号 図書名称 

Ⅵ-2-1-7 設計用床応答スペクトルの作成方針 

Ⅵ-2-2-30 第 1 ベントフィルタ格納槽の地震応答計算書 

Ⅵ-2-2-31 第 1 ベントフィルタ格納槽の耐震性についての計算書 

Ⅵ-2-2-32 低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽の地震応答計算書 

Ⅵ-2-2-33 低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽の耐震性についての計算書 

Ⅵ-2-5-5-5-1 低圧原子炉代替注水ポンプの耐震性についての計算書 

Ⅵ-2-5-5-5-2 管の耐震性についての計算書（低圧原子炉代替注水系） 

Ⅵ-2-6-5-12 代替注水流量（常設）の耐震性についての計算書 
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図書番号 図書名称 

Ⅵ-2-6-5-36 低圧原子炉代替注水槽水位の耐震性についての計算書 

Ⅵ-2-6-7-1-2 スクラバ容器水位の耐震性についての計算書 

Ⅵ-2-6-7-1-3 スクラバ容器圧力の耐震性についての計算書 

Ⅵ-2-6-7-1-4 スクラバ容器温度の耐震性についての計算書 

Ⅵ-2-6-7-1-6 低圧原子炉代替注水ポンプ出口圧力の耐震性についての計算書 

Ⅵ-2-8-2-7 第 1 ベントフィルタ出口放射線モニタ（低レンジ）の耐震性につ

いての計算書 

Ⅵ-2-8-2-8 第 1 ベントフィルタ出口放射線モニタ（高レンジ）の耐震性につ

いての計算書 

Ⅵ-2-9-4-7-1-1 管の耐震性についての計算書（格納容器フィルタベント系） 

Ⅵ-2-9-4-7-1-2 第 1 ベントフィルタ スクラバ容器の耐震性についての計算書 

Ⅵ-2-9-4-7-1-3 第 1 ベントフィルタ 銀ゼオライト容器の耐震性についての計算

書 

Ⅵ-2-10-1-4-12 SA ロードセンタの耐震性についての計算書 

Ⅵ-2-10-1-4-13 SA コントロールセンタの耐震性についての計算書 

Ⅵ-2-11-2-12 復水貯蔵タンク遮蔽壁の耐震性についての計算書 

Ⅵ-2-11-2-13 仮設耐震構台の耐震性についての計算書 * 

Ⅵ-2-11-2-14 土留め工（親杭）の耐震性についての計算書 * 

Ⅵ-2-別添 1-2-1 火災感知器の耐震性についての計算書 

Ⅵ-2-別添 1-3-3  制御盤の耐震性についての計算書 

Ⅵ-2-別添 1-3-4  管の耐震性についての計算書（消火設備） 

Ⅵ-2-別添 4-2 地下水位低下設備の地震応答計算書 

Ⅵ-2-別添 4-3-1  揚水ポンプの耐震性についての計算書 

Ⅵ-2-別添 4-3-2  管の耐震性についての計算書（地下水位低下設備） 

Ⅵ-2-別添 4-3-3  地下水位低下設備水位計の耐震性についての計算書 

Ⅵ-2-別添 4-3-5 揚水井戸の耐震性についての計算書 

注記＊：仮設耐震構台及び土留め工（親杭）については，安全対策工事に伴う掘削に併せて 

設置された構造物であり，掘削前の耐震計算結果はないため，Ⅵ-2-別添 7-2 には 

示さない。 

 

なお，建物・構築物（原子炉建物等）の耐震評価では，建物側方地盤による拘束

効果を考慮していないこと，及び原子炉建物の入力地震動の評価において表層地盤

の地盤物性値の変動が入力地震動に与える影響は小さいことを確認していることか

ら，入力地震動評価に用いる２次元ＦＥＭ地盤モデルには掘削による影響を考慮し

ない。さらに，入力地震動評価に用いている２次元ＦＥＭ地盤モデルを用いた観測
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記録によるシミュレーション解析により今回工認で用いている地盤モデルに十分な

保守性を有していることを確認していることから，建物側方地盤の一部を掘削した

場合の耐震評価は不要と整理する。また，これらの現状評価に用いている条件の妥

当性を「補足-023-09 建物・構築物の地震応答解析における入力地震動の評価に

ついて」に示す。 

また，土木構造物については，構造物と地盤の動的相互作用を考慮できる連成系

の地震応答解析手法を用いていることから，掘削範囲が構造物と接している，もし

くは近接している場合は構造物に対して掘削による影響が考えられるため掘削後の

状態を前提とした耐震評価を行う。一方，掘削範囲と構造物の間に離隔があり，掘

削範囲と構造物の間に岩盤や埋戻コンクリートが位置している構造物（Ｂ－ディー

ゼル燃料貯蔵タンク格納槽，屋外配管ダクト（Ｂ－ディーゼル燃料貯蔵タンク～

原子炉建物）及びドレーン）は，掘削が構造物に与える影響は軽微であることか

ら，掘削後の耐震評価は不要と整理する。 

浸透流解析による地下水位については，掘削後の評価が掘削前の評価と同程度で

あり，建物・構築物の設計揚圧力及び屋外重要土木構造物等の設計地下水位に影響

はないことを確認し，「補足-023-1 地盤の支持性能について」に示す。また，揚

水ポンプの排水能力を決定するための地下水流入量の評価についても，掘削後の評

価が掘削前の評価と同程度であり，揚水ポンプの排水能力の設定等に影響がないこ

とを確認し，「補足-023-11 地下水位低下設備の設計方針に係る補足説明資料」

に示す。  

耐震重要施設等の基礎地盤及び周辺斜面については，掘削後の形状により安定性

が確保されていることを確認し，「補足-023-17 基礎地盤及び周辺斜面の安定性に

ついて」に示す。 

保管場所及びアクセスルートの周辺斜面については，掘削後の形状により安定性

が確保されていることを確認し，Ⅵ-1-1-7-別添 1「可搬型重大事故等対処設備の

保管場所及びアクセスルート」及び「補足-020-2 可搬型重大事故等対処設備の保

管場所及びアクセスルートに係る補足説明資料」に示す。 

 

溢水については，掘削箇所に屋外で発生を想定する溢水が流入することによる影

響があるため，掘削箇所への溢水の流入を考慮した評価をⅥ-1-1-9「発電用原子炉

施設の溢水防護に関する説明書」に示す。 

なお，土木構造物（第 1 ベントフィルタ格納槽，低圧原子炉代替注水ポンプ格納

槽及び地下水位低下設備）については，仮に地表面まで水位が到達したとしても浮 

力に対して構造物の自重が十分大きく，浮き上がりによる影響はないことを確認し

ており，第 1 ベントフィルタ格納槽及び低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽の評価を
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代表として「補足-026-01 屋外重要土木構造物の耐震安全性評価について」に示

す。 

 

（２）アクセスルートの仮設耐震構台 

仮設耐震構台について，技術基準規則各条文との関係性及び工認申請図書への影

響を確認した結果を表２に示す。 

仮設耐震構台については，第 54 条第３項第６号に該当するアクセスルートを確

保するための技術基準要求機器に該当し，仮設耐震構台によるアクセスルート確保

について，「原子炉冷却系統施設（蒸気タービンを除く。）の基本設計方針」及び

Ⅵ-1-1-7-別添１「可搬型重大事故等対処設備の保管場所及びアクセスルート」に

示す。 

また，仮設耐震構台は，原子炉建物等に隣接しており波及的影響を及ぼすおそれ

があることから，Ⅵ-2-1-5「波及的影響に係る基本方針」に仮設耐震構台を示した

うえで，構造健全性を確保する設計とし，波及的影響を及ぼすおそれのある施設と

して耐震評価を実施した結果をⅥ-2-11-2-13「仮設耐震構台の耐震性についての計

算書」に示す。 

なお，仮設耐震構台は敷地高さ以下に設置し，また密閉構造ではないため，竜巻

による風圧力，気圧差及び設計飛来物の影響を受けない設置状況であることから，

Ⅵ-1-1-3-3「竜巻への配慮に関する説明書」に「倒壊により外部事象防護対象施設

に損傷を及ぼす可能性がある施設」の対象としていないことを示したうえで，仮設

耐震構台の南側の一部に掘削に伴い開口部が存在することを踏まえ，竜巻による風

荷重及び設計飛来物の衝撃荷重に対する仮設耐震構台の強度評価を実施した結果を

補足説明資料に示す。 
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表１ 安全対策工事に伴う掘削箇所の技術基準規則各条文との関係性及び工認申請図書への影響確認結果（１／５） 

技術基準規則  

各条文との関係性  工認申請図書への影響  

関係性  整理結果  
影響

有無＊ 
影響確認結果  

第 1 条  適用範囲  
－ 

適用範囲を示したものであり，要求事項ではないこと

から，影響はない。 
－ 

  

第 2 条  定義  
－ 

用語の定義であり，要求事項ではないことから，影響

はない。 
－ 

  

第 3 条  特殊な設計による発電

用原子炉施設  － 

安全対策工事に伴う掘削箇所は，特殊な設計によ

る発電用原子炉施設に該当しないことから，影響は

ない。 

－ 

  

第 3 条  

の 2 

廃止措置中の発電用

原子炉施設の維持  － 

安全対策工事に伴う掘削箇所は，廃止措置中の発

電用原子炉施設に該当しないことから，影響はな

い。 

－ 

  

第 4 条  設計基準対象施設の

地盤  ○ 

安全対策工事に伴う掘削箇所により，設計基準対

象施設周辺地盤の状況が変更となるため，設計基

準対象施設の地盤の安定性に影響がある。 
○ 

以下の図書に影響がある。 

・Ⅵ-2-1-1 耐震設計の基本方針  

第 5 条  地震による損傷の防止  

○ 

安全対策工事に伴う掘削箇所により，設計基準対

象施設周辺地盤の状況が変更となることから，設計

基準対象施設及びその周辺斜面の耐震性評価に

影響がある。 

また，掘削箇所に設置する土留め工（親杭）は，上

位クラス施設（原子炉建物）に隣接しているため，上

位クラス施設に波及的影響を及ぼすおそれのない

設計とする必要があることから，影響がある。 

 

○ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〇 

 

 

〇 

 

 

 

 

△ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

△ 

 

 

 

△ 

 

 

 

 

 

 

 

△ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

× 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

以下の図書に影響がある。 

【土木構造物】 

・Ⅵ-2-1-4 耐震重要度分類及び重大事故等対処施設

の施設区分の基本方針  

・Ⅵ-2-1-5 波及的影響に係る基本方針  

・Ⅵ-2-1-8 水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せに

関する影響評価方針  

・Ⅵ-2-1-9 機能維持の基本方針  

・Ⅵ-2-11-2-14 土留め工（親杭）の耐震性についての

計算書  

・Ⅵ-2-別添 4-2 地下水位低下設備の地震応答計算書  

・Ⅵ-2-別添 4-3-5 揚水井戸の耐震性についての計算

書  

 

【機器・配管系】 

・Ⅵ-2-1-7 設計用床応答スペクトルの作成方針  

 

【周辺斜面：地盤】 

・Ⅵ-2-1-1 耐震設計の基本方針  

 

以下の図書は，掘削後の評価が掘削前の評価と概ね

同等となることを確認した。  

【建物・構築物】 

建物・構築物（原子炉建物等）の耐震評価では，建物側

方地盤による拘束効果を考慮していないこと，及び原子

炉建物の入力地震動の評価において表層地盤の地盤物

性値の変動が入力地震動に与える影響は小さいことを確

認していることから，入力地震動評価に用いる２次元ＦＥ

Ｍ地盤モデルには掘削による影響を考慮しない。さらに，

入力地震動評価に用いている２次元ＦＥＭ地盤モデルを

用いた観測記録によるシミュレーション解析により今回工

認で用いている地盤モデルに十分な保守性を有している

ことを確認していることから，建物側方地盤の一部を掘削

した場合の耐震評価は不要と整理する。 

 

【土木構造物】 

・Ⅵ-2-11-2-12 復水貯蔵タンク遮蔽壁の耐震性につい

ての計算書  

 

【機器・配管系】 

・Ⅵ-2-別添 4-3-1 揚水ポンプの耐震性についての計算

書  

・Ⅵ-2-別添 4-3-2 管の耐震性についての計算書（地下

水位低下設備） 

・Ⅵ-2-別添 4-3-3 地下水位低下設備水位計の耐震性

についての計算書  

 

【設計地下水位及び地下水流入量】 

浸透流解析による地下水位については，掘削後の評価

が掘削前の評価と同程度であり，建物・構築物の設計揚

圧力及び屋外重要土木構造物等の設計地下水位に影

響はないことを確認している。また，揚水ポンプの排水能

力を決定するための地下水流入量の評価についても，掘

削後の評価が掘削前の評価と同程度であり，揚水ポンプ

の排水能力の設定等に影響がないことを確認している。 

 

以下の図書は，掘削による影響がないことを確認し

た。  

【土木構造物】 

・Ⅵ-2-2-22 Ｂ－ディーゼル燃料貯蔵タンク格納槽の地

震応答計算書  

・Ⅵ-2-2-23 Ｂ－ディーゼル燃料貯蔵タンク格納槽の耐

震性についての計算書  

・Ⅵ-2-2-24 屋外配管ダクト（B-ディーゼル燃料貯蔵タン

ク～原子炉建物）の地震応答計算書  

・Ⅵ-2-2-25 屋外配管ダクト（B-ディーゼル燃料貯蔵タン

ク～原子炉建物）の耐震性についての計算書  

・Ⅵ-2-別添 4-3-6 ドレーンの耐震性についての計算書  

＊影響有無の凡例 〇：掘削による影響がある場合，△：掘削後の評価が掘削前の評価と概ね同等と判断できる場合，×：掘削による影響がない場合 
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表１ 安全対策工事に伴う掘削箇所の技術基準規則各条文との関係性及び工認申請図書への影響確認結果（２／５） 

技術基準規則  

各条文との関係性  工認申請図書への影響  

関係性  整理結果  
影響  

有無＊ 
影響確認結果  

第 6 条  津波による損傷の防止  
－ 

安全対策工事に伴う掘削箇所内により，津波防護

対策に変更はないことから，影響はない。 
－ 

  

第 7 条  外部からの衝撃による

損傷の防止  
－ 

安全対策工事に伴う掘削箇所により，外部事象防

護対策に変更はないことから，影響はない。 
－ 

  

第 8 条  立入りの防止  
－ 

安全対策工事に伴う掘削箇所により，立入りの防止

措置に変更はないことから，影響はない。 
－ 

  

第 9 条  発電用原子炉施設へ

の人の不法な侵入等の

防止  

－ 

安全対策工事に伴う掘削箇所により，発電用原子

炉施設への人の不法な侵入等の防止措置に変更

はないことから，影響はない。 

－ 

  

第 10 条  急傾斜地の崩壊の防

止  
－ 

安全対策工事に伴う掘削箇所は，急傾斜地崩壊危

険区域内ではないことから，影響はない。 
－ 

  

第 11 条  火災による損傷の防止  
－ 

安全対策工事に伴う掘削箇所により，火災防護対

策に変更はないことから，影響はない。 
－ 

  

第 12 条  発電用原子炉施設内

における溢水等による

損傷の防止  

○ 

安全対策工事に伴う掘削箇所に，屋外で発生を

想定する溢水が流入する可能性があることか

ら，影響がある。 

 

○ 

 

 

 

 

× 

 

 

 

【溢水評価】 

以下の図書に影響がある。 

・Ⅵ-1-1-9 発電用原子炉施設の溢水防護に関する説

明書  

 

【溢水流入による浮き上り】 

仮に掘削箇所に溢水が流入したとしても，土木構造物に

ついては，浮力に対して構造物の自重が十分に大きいこ

とから浮き上がりによる影響はない。 

第 13 条  安全避難通路等  
－ 

安全対策工事に伴う掘削箇所により，安全避難通

路等に変更はないことから，影響はない。 － 
  

第 14 条  安全設備  
－ 

安全対策工事に伴う掘削箇所により，設計基準対

象施設に変更はないことから，影響はない。 － 
  

第 15 条  設計基準対象施設の

機能  － 
安全対策工事に伴う掘削箇所により，設計基準対

象施設に変更はないことから，影響はない。 － 
  

第 16 条  全交流動力電源喪失

対策設備  － 

安全対策工事に伴う掘削箇所により，全交流動力

電源喪失対策設備に変更はないことから，影響はな

い。 

－ 

  

第 17 条  材料及び構造  
－ 

安全対策工事に伴う掘削箇所により，設計基準対

象施設に変更はないことから，影響はない。 
－ 

  

第 18 条  使用中の亀裂等による

破壊の防止  
－ 

安全対策工事に伴う掘削箇所により，設計基準対

象施設に変更はないことから，影響はない。 
－ 

  

第 19 条  流体振動等による損傷

の防止  

－ 

安全対策工事に伴う掘削箇所により，流体振動等

による損傷の防止が要求される燃料体及び反射材

並びに炉心支持構造物，熱遮蔽材並びに一次冷

却材に係る容器，管，ポンプ及び弁に変更はないこ

とから，影響はない。 

－ 

  

第 20 条  安全弁等  
－ 

安全対策工事に伴う掘削箇所により，設計基準対

象施設に変更はないことから，影響はない。 
－ 

  

第 21 条  耐圧試験等  
－ 

安全対策工事に伴う掘削箇所により，設計基準対

象施設に変更はないことから，影響はない。 
－ 

  

第 22 条  監視試験片  
－ 

安全対策工事に伴う掘削箇所により，設計基準対

象施設に変更はないことから，影響はない。 
－ 

  

第 23 条  炉心等  
－ 

安全対策工事に伴う掘削箇所により，炉心等に変

更はないことから，影響はない。 
－ 

  

第 24 条  熱遮蔽材  
－ 

安全対策工事に伴う掘削箇所により，熱遮蔽材に

変更はないことから，影響はない。 
－ 

  

第 25 条  一次冷却材  
－ 

安全対策工事に伴う掘削箇所により，一次冷却材

に変更はないことから，影響はない。 
－ 

  

第 26 条  燃料取扱設備及び燃

料貯蔵設備  － 

安全対策工事に伴う掘削箇所により，燃料取扱設

備及び燃料貯蔵設備に変更はないことから，影響は

ない。 

－ 

  

第 27 条  原子炉冷却材圧力バウ

ンダリ － 

安全対策工事に伴う掘削箇所により，原子炉冷却

材圧力バウンダリに変更はないことから，影響はな

い。 

－ 

  

第 28 条  原子炉冷却材圧力バウ

ンダリの隔離装置等  － 

安全対策工事に伴う掘削箇所により，原子炉冷却

材圧力バウンダリの隔離装置等に変更はないことか

ら，影響はない。 

－ 

  

第 29 条  一次冷却材処理装置  
－ 

安全対策工事に伴う掘削箇所により，一次冷却材

処理装置に変更はないことから，影響はない。 
－ 

  

第 30 条  逆止め弁  
－ 

安全対策工事に伴う掘削箇所により，逆止め弁に変

更はないことから，影響はない。 
－ 

  

第 31 条  蒸気タービン 
－ 

安全対策工事に伴う掘削箇所により，蒸気タービン

に変更はないことから，影響はない。 
－ 

  

第 32 条  非常用炉心冷却設備  
－ 

安全対策工事に伴う掘削箇所により，非常用炉心

冷却設備に変更はないことから，影響はない。 
－ 

  

第 33 条  循環設備等  
－ 

安全対策工事に伴う掘削箇所により，循環設備等

に変更はないことから，影響はない。 
－ 

  

第 34 条  計測装置  
－ 

安全対策工事に伴う掘削箇所により，計測装置に

変更はないことから，影響はない。 
－ 

  

第 35 条  安全保護装置  
－ 

安全対策工事に伴う掘削箇所により，安全保護装

置に変更はないことから，影響はない。 
－ 

  

＊影響有無の凡例 〇：掘削による影響がある場合，△：掘削後の評価が掘削前の評価と概ね同等と判断できる場合，×：掘削による影響がない場合 
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表１ 安全対策工事に伴う掘削箇所の技術基準規則各条文との関係性及び工認申請図書への影響確認結果（３／５） 

技術基準規則  

各条文との関係性  工認申請図書への影響  

関係性  整理結果  
影響  

有無＊ 
影響確認結果  

第 36 条  反応度制御系統及び

原子炉停止系統  － 

安全対策工事に伴う掘削箇所により，反応度制御

系統及び原子炉停止系統に変更はないことから，影

響はない。 

－ 

  

第 37 条  制御材駆動装置  
－ 

安全対策工事に伴う掘削箇所により，制御材駆動

装置に変更はないことから，影響はない。 
－ 

  

第 38 条  原子炉制御室等  
－ 

安全対策工事に伴う掘削箇所により，原子炉制御

室等に変更はないことから，影響はない。 
－ 

  

第 39 条  廃棄物処理設備等  
－ 

安全対策工事に伴う掘削箇所により，廃棄物処理

設備等に変更はないことから，影響はない。 
－ 

  

第 40 条  廃棄物貯蔵設備等  
－ 

安全対策工事に伴う掘削箇所により，廃棄物貯蔵

設備等に変更はないことから，影響はない。 
－ 

  

第 41 条  放射性物質による汚染

の防止  － 

安全対策工事に伴う掘削箇所により，放射性物質

による汚染の防止に該当する施設に変更はないこと

から，影響はない。 

－ 

  

第 42 条  生体遮蔽等  
－ 

安全対策工事に伴う掘削箇所により，生体遮蔽等

に変更はないことから，影響はない。 
－ 

 

第 43 条  換気設備  
－ 

安全対策工事に伴う掘削箇所により，換気設備に

変更はないことから，影響はない。 
－ 

  

第 44 条  原子炉格納施設  
－ 

安全対策工事に伴う掘削箇所により，原子炉格納

施設に変更はないことから，影響はない。 
－ 

  

第 45 条  保安電源設備  
－ 

安全対策工事に伴う掘削箇所により，保安電源設

備に変更はないことから，影響はない。 
－ 

  

第 46 条  緊急時対策所  
－ 

安全対策工事に伴う掘削箇所により，緊急時対策

所に変更はないことから，影響はない。 
－ 

  

第 47 条  警報装置等  
－ 

安全対策工事に伴う掘削箇所により，警報装置等

に変更はないことから，影響はない。 
－ 

  

第 48 条  準用  
－ 

安全対策工事に伴う掘削箇所により，設計基準対

象施設に変更はないことから，影響はない。 
－ 

  

第 49 条  重大事故等対処施設

の地盤  ○ 

安全対策工事に伴う掘削箇所により，重大事故等

対処施設周辺地盤の状況が変更となることから，重

大事故等対処施設の地盤の安定性に影響がある。 

○ 

以下の図書に影響がある。 

・Ⅵ-2-1-1 耐震設計の基本方針  

＊影響有無の凡例 〇：掘削による影響がある場合，△：掘削後の評価が掘削前の評価と概ね同等と判断できる場合，×：掘削による影響がない場合 
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表１ 安全対策工事に伴う掘削箇所の技術基準規則各条文との関係性及び工認申請図書への影響確認結果（４／５） 

技術基準規則  

各条文との関係性  工認申請図書への影響  

関係性  整理結果  
影響  

有無＊ 
影響確認結果  

第 50 条  地震による損傷の防止  

○ 

安全対策工事に伴う掘削箇所により，重大事故等

対処施設周辺地盤の状況が変更となることから，耐

震性評価に影響がある。 

また，掘削箇所に設置する土留め工（親杭）は，上

位クラス施設（第１ベントフィルタ格納槽等）に隣接し

ているため，上位クラス施設に波及的影響を及ぼす

おそれのない設計とする必要があることから，影響が

ある。 

 

○ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〇 

 

 

 

 

 

 

〇 

 

 

 

 

△ 

以下の図書に影響がある。 

【土木構造物】 

・Ⅵ-2-1-4 耐震重要度分類及び重大事故等対処施設

の施設区分の基本方針  

・Ⅵ-2-1-5 波及的影響に係る基本方針  

・Ⅵ-2-1-8 水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せに

関する影響評価方針  

・Ⅵ-2-1-9 機能維持の基本方針  

・Ⅵ-2-2-30 第 1 ベントフィルタ格納槽の地震応答計算

書  

・Ⅵ-2-2-31 第 1 ベントフィルタ格納槽の耐震性につい

ての計算書  

・Ⅵ-2-2-32 低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽の地震

応答計算書  

・Ⅵ-2-2-33 低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽の耐震

性についての計算書  

・Ⅵ-2-11-2-14 土留め工（親杭）の耐震性についての

計算書  

 

【機器・配管系】 

・Ⅵ-2-1-7 設計用床応答スペクトルの作成方針  

・Ⅵ-2-9-4-7-1-1 管の耐震性についての計算書（格納

容器フィルタベント系） 

・Ⅵ-2-5-5-5-2 管の耐震性についての計算書（低圧原

子炉代替注水系） 

 

【周辺斜面：地盤】 

・Ⅵ-2-1-1 耐震設計の基本方針  

 

以下の図書は，掘削後の評価が掘削前の評価と概ね

同等となることを確認した。  

【機器・配管系】 

・Ⅵ-2-5-5-5-1 低圧原子炉代替注水ポンプの耐震性

についての計算書  

・Ⅵ-2-6-5-12 代替注水流量（常設）の耐震性について

の計算書  

・Ⅵ-2-6-5-36 低圧原子炉代替注水槽水位の耐震性に

ついての計算書  

・Ⅵ-2-6-7-1-2 スクラバ容器水位の耐震性についての

計算書  

・Ⅵ-2-6-7-1-3 スクラバ容器圧力の耐震性についての

計算書  

・Ⅵ-2-6-7-1-4 スクラバ容器温度の耐震性についての

計算書  

・Ⅵ-2-6-7-1-6 低圧原子炉代替注水ポンプ出口圧力

の耐震性についての計算書  

・Ⅵ-2-8-2-7 第 1 ベントフィルタ出口放射線モニタ（低

レンジ）の耐震性についての計算書  

・Ⅵ-2-8-2-8 第 1 ベントフィルタ出口放射線モニタ（高

レンジ）の耐震性についての計算書  

・Ⅵ-2-9-4-7-1-2 第 1 ベントフィルタ スクラバ容器の耐

震性についての計算書  

・Ⅵ-2-9-4-7-1-3 第 1 ベントフィルタ 銀ゼオライト容器

の耐震性についての計算書  

・Ⅵ-2-10-1-4-12  SA ロードセンタの耐震性についての

計算書  

・Ⅵ-2-10-1-4-13  SA コントロールセンタの耐震性につ

いての計算書  

・Ⅵ-2-別添 1-2-1 火災感知器の耐震性についての計

算書  

・Ⅵ-2-別添 1-3-3 制御盤の耐震性についての計算書  

・Ⅵ-2-別添 1-3-4 管の耐震性についての計算書（消火

設備） 

第 51 条  津波による損傷の防止  
－ 

安全対策工事に伴う掘削箇所により，津波防護対

策に変更はないことから，影響はない。 － 
  

第 52 条  火災による損傷の防止  
－ 

安全対策工事に伴う掘削箇所により，火災防護対

策に変更はないことから，影響はない。 － 
  

第 53 条  特定重大事故等対処

施設  － 
安全対策工事に伴う掘削箇所により，特定重大事

故等対処施設に変更はないことから，影響はない。 － 
  

第 54 条  重大事故等対処設備  

○ 

安全対策工事に伴う掘削箇所により，隣接するアク

セスルートの周辺斜面の状況が変更となることから，

アクセスルートに影響がある。 

○ 

 

 

 

【アクセスルートの周辺斜面】 

以下の図書に影響がある。 

・Ⅵ-1-1-7-別添１ 可搬型重大事故等対処設備の保管

場所及びアクセスルート 

第 55 条  材料及び構造  

○ 

安全対策工事に伴う掘削箇所により，重大事故等

対処設備の耐震性に影響があることから，重大事故

等対処設備の強度に影響がある。 ○ 

以下の図書に影響がある。 

・Ⅵ-3-3-7-5-1-2-2 管の応力計算書（格納容器フィル

タベント系） 

・Ⅵ-3-3-3-4-5-2-2 管の応力計算書（低圧原子炉代

替注水系） 

＊影響有無の凡例 〇：掘削による影響がある場合，△：掘削後の評価が掘削前の評価と概ね同等と判断できる場合，×：掘削による影響がない場合 
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表１ 安全対策工事に伴う掘削箇所の技術基準規則各条文との関係性及び工認申請図書への影響確認結果（５／５） 

技術基準規則  

各条文との関係性  工認申請図書への影響  

関係性  整理結果  
影響  

有無＊ 
影響確認結果  

第 56 条  使用中の亀裂等による

破壊の防止  － 
安全対策工事に伴う掘削箇所により，重大事故等

対処設備に変更はないことから，影響はない。 － 
  

第 57 条  安全弁等  
－ 

安全対策工事に伴う掘削箇所により，重大事故等

対処設備に変更はないことから，影響はない。 － 
  

第 58 条  耐圧試験等  
－ 

安全対策工事に伴う掘削箇所により，重大事故等

対処設備に変更はないことから，影響はない。 － 
  

第 59 条  緊急停止失敗時に発

電用原子炉を未臨界に

するための設備  

－ 

安全対策工事に伴う掘削箇所により，緊急停止失

敗時に発電用原子炉を未臨界にするための設備に

変更はないことから，影響はない。 

－ 

  

第 60 条  原子炉冷却材圧力バウ

ンダリ高圧時に発電用

原子炉を冷却するため

の設備  

－ 

安全対策工事に伴う掘削箇所により，原子炉冷却

材圧力バウンダリ高圧時に発電用原子炉を冷却す

るための設備に変更はないことから，影響はない。 
－ 

  

第 61 条  原子炉冷却材圧力バウ

ンダリを減圧するための

設備  

－ 

安全対策工事に伴う掘削箇所により，原子炉冷却

材圧力バウンダリを減圧するための設備に変更はな

いことから，影響はない。 

－ 

  

第 62 条  原子炉冷却材圧力バウ

ンダリ低圧時に発電用

原子炉を冷却するため

の設備  

－ 

安全対策工事に伴う掘削箇所により，原子炉冷却

材圧力バウンダリ低圧時に発電用原子炉を冷却す

るための設備に変更はないことから，影響はない。 
－ 

  

第 63 条  最終ヒートシンクへ熱を

輸送するための設備  － 

安全対策工事に伴う掘削箇所により，最終ヒートシ

ンクへ熱を輸送するための設備に変更はないことか

ら，影響はない。 

－ 

  

第 64 条  原子炉格納容器内の

冷却等のための設備  － 

安全対策工事に伴う掘削箇所により，原子炉格納

容器内の冷却等のための設備に変更はないことか

ら，影響はない。 

－ 

  

第 65 条  原子炉格納容器の過

圧破損を防止するため

の設備  

－ 

安全対策工事に伴う掘削箇所により，原子炉格納

容器の過圧破損を防止するための設備に変更はな

いことから，影響はない。 

－ 

  

第 66 条  原子炉格納容器下部

の溶融炉心を冷却する

ための設備  

－ 

安全対策工事に伴う掘削箇所により，原子炉格納

容器下部の溶融炉心を冷却するための設備に変更

はないことから，影響はない。 

－ 

  

第 67 条  水素爆発による原子炉

格納容器の破損を防止

するための設備  

－ 

安全対策工事に伴う掘削箇所により，水素爆発によ

る原子炉格納容器の破損を防止するための設備に

変更はないことから，影響はない。 

－ 

  

第 68 条  水素爆発による原子炉

建屋等の損傷を防止す

るための設備  

－ 

安全対策工事に伴う掘削箇所により，水素爆発によ

る原子炉建屋等の損傷を防止するための設備に変

更はないことから，影響はない。 

－ 

  

第 69 条  使用済燃料貯蔵槽の

冷却等のための設備  － 

安全対策工事に伴う掘削箇所により，使用済燃料

貯蔵槽の冷却等のための設備に変更はないことか

ら，影響はない。 

－ 

  

第 70 条  工場等外への放射性

物質の拡散を抑制する

ための設備  
－ 

安全対策工事に伴う掘削箇所により，工場等外へ

の放射性物質の拡散を抑制するための設備に変更

はないことから，影響はない。 
－ 

  

第 71 条  重大事故等の収束に

必要となる水の供給設

備  

－ 

安全対策工事に伴う掘削箇所により，重大事故等

の収束に必要となる水の供給設備に変更はないこと

から，影響はない。 

－ 

  

第 72 条  電源設備  

○ 

ガスタービン発電機からの電路は埋設されていた

が，安全対策工事に伴う掘削により，電路の一部が

埋設から屋外地上部への布設に変更となることか

ら，電路の設置状況に影響がある。 
× 

電路の設置及び耐震性に関する工認申請図書はないこ

とから，影響はない。 

なお，ガスタービン発電機からの電路は，重大事故等対

処設備を構成するものであるため，Ss 機能維持する設計

としている。 

第 73 条  計装設備  
－ 

安全対策工事に伴う掘削箇所により，計装設備に

変更はないことから，影響はない。 
－ 

  

第 74 条  運転員が原子炉制御

室にとどまるための設備  － 

安全対策工事に伴う掘削箇所により，運転員が原

子炉制御室にとどまるための設備に変更はないこと

から，影響はない。 

－ 

  

第 75 条  監視測定設備  
－ 

安全対策工事に伴う掘削箇所により，監視測定設

備に変更はないことから，影響はない。 
－ 

  

第 76 条  緊急時対策所  
－ 

安全対策工事に伴う掘削箇所により，緊急時対策

所に変更はないことから，影響はない。 
－ 

  

第 77 条  通信連絡を行うために

必要な設備  － 

安全対策工事に伴う掘削箇所により，通信連絡を行

うために必要な設備に変更はないことから，影響はな

い。 

－ 

  

第 78 条  準用  

－ 

安全対策工事に伴う掘削箇所により，重大事故等

対処施設に施設するガスタービン及び電気設備に

変更はないことから，影響はない。 

－ 

  

＊影響有無の凡例 〇：掘削による影響がある場合，△：掘削後の評価が掘削前の評価と概ね同等と判断できる場合，×：掘削による影響がない場合 
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表２ アクセスルートの仮設耐震構台の技術基準規則各条文との関係性及び工認申請図書への影響確認結果（１／３） 

技術基準規則  

各条文との関係性  工認申請図書への影響  

関係性  整理結果  
影響  

有無＊ 
影響確認結果  

第 1 条  適用範囲  
－ 

適用範囲を示したものであり，要求事項ではないこと

から，影響はない。 
－ 

  

第 2 条  定義  
－ 

用語の定義であり，要求事項ではないことから，影響

はない。 
－ 

  

第 3 条  特殊な設計による発電

用原子炉施設  
－ 

仮設耐震構台は，特殊な設計による発電用原子炉

施設に該当しないことから，影響はない。 
－ 

  

第 3 条  

の 2 

廃止措置中の発電用

原子炉施設の維持  － 
仮設耐震構台は，廃止措置中の発電用原子炉施

設に該当しないことから，影響はない。 － 
  

第 4 条  設計基準対象施設の

地盤  
－ 

仮設耐震構台は，設計規準対象施設に該当しない

ことから，影響はない。 
－ 

 

第 5 条  地震による損傷の防止  

○ 

仮設耐震構台は，上位クラス施設（原子炉建物）に

隣接しているため，上位クラス施設に波及的影響を

及ぼすおそれのない設計とする必要があることから，

影響がある。 

○ 

以下の図書に影響がある。 

・Ⅵ-2-1-4 耐震重要度分類及び重大事故等対処施設

の施設区分の基本方針  

・Ⅵ-2-1-5 波及的影響に係る基本方針  

・Ⅵ-2-1-8 水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せに

関する影響評価方針  

・Ⅵ-2-1-9 機能維持の基本方針  

・Ⅵ-2-11-2-13 仮設耐震構台の耐震性についての計

算書  

第 6 条  津波による損傷の防止  
－ 

仮設耐震構台は，設計基準対象施設に該当しない

ことから，影響はない。 
－ 

  

第 7 条  外部からの衝撃による

損傷の防止  

○ 

仮設耐震構台は，設計基準対象施設に波及的影

響を与える可能性があることから，影響がある。 

○ 

以下の図書に影響がある。 

・Ⅵ-1-1-3-3 竜巻への配慮に関する説明書  

 

なお，先行電力において構台を「倒壊により外部事象防

護対象施設に損傷を及ぼす可能性がある施設」として強

度評価を実施しているが，当社の仮設耐震構台は敷地

高さ以下に設置し，また密閉構造ではないため，竜巻によ

る風圧力，気圧差及び設計飛来物の影響を受けない設

置状況であり，「倒壊により外部事象防護対象施設に損

傷を及ぼす可能性がある施設」の対象としない。なお，仮

設耐震構台の南側の一部に掘削に伴う開口部が存在す

ることを踏まえ，竜巻による風荷重及び設計飛来物の衝

撃荷重に対する仮設耐震構台の強度評価を実施した結

果を補足説明資料に示す。 

第 8 条  立入りの防止  
－ 

仮設耐震構台を設置するが，立入りの防止措置に

変更はないことから，影響はない。 
－ 

  

第 9 条  発電用原子炉施設へ

の人の不法な侵入等の

防止  

－ 

仮設耐震構台を設置するが，発電用原子炉施設へ

の人の不法な侵入等の防止措置に変更はないこと

から，影響はない。 

－ 

  

第 10 条  急傾斜地の崩壊の防

止  － 
仮設耐震構台を設置するが，急傾斜地崩壊危険区

域内ではないことから，影響はない。 － 
  

第 11 条  火災による損傷の防止  
－ 

仮設耐震構台は，設計基準対象施設に該当しない

ことから，影響はない。 
－ 

  

第 12 条  発電用原子炉施設内

における溢水等による

損傷の防止  
－ 

仮設耐震構台は，設計基準対象施設に該当しない

ことから，影響はない。 － 

  

第 13 条  安全避難通路等  
－ 

仮設耐震構台を設置するが，安全避難通路等に変

更はないことから，影響はない。 
－ 

  

第 14 条  安全設備  
－ 

仮設耐震構台は，設計基準対象施設に該当しない

ことから，影響はない。 
－ 

  

第 15 条  設計基準対象施設の

機能  
－ 

仮設耐震構台は，設計基準対象施設に該当しない

ことから，影響はない。 
－ 

  

第 16 条  全交流動力電源喪失

対策設備  
－ 

仮設耐震構台は，全交流動力電源喪失対策設備

に該当しないことから，影響はない。 
－ 

  

第 17 条  材料及び構造  
－ 

仮設耐震構台は，設計基準対象施設に該当しない

ことから，影響はない。 
－ 

  

第 18 条  使用中の亀裂等による

破壊の防止  
－ 

仮設耐震構台は，設計基準対象施設に該当しない

ことから，影響はない。 
－ 

  

第 19 条  流体振動等による損傷

の防止  
－ 

仮設耐震構台は，流体振動等による損傷の防止が

要求される燃料体及び反射材並びに炉心支持構造

物，熱遮蔽材並びに一次冷却材に係る容器，管，

ポンプ及び弁に該当しないことから，影響はない。 

－ 

  

第 20 条  安全弁等  
－ 

仮設耐震構台は，設計基準対象施設に該当しない

ことから，影響はない。 
－ 

  

第 21 条  耐圧試験等  
－ 

仮設耐震構台は，設計基準対象施設に該当しない

ことから，影響はない。 
－ 

  

第 22 条  監視試験片  
－ 

仮設耐震構台は，設計基準対象施設に該当しない

ことから，影響はない。 
－ 

  

第 23 条  炉心等  
－ 

仮設耐震構台は，炉心等に該当しないことから，影

響はない。 
－ 

  

第 24 条  熱遮蔽材  
－ 

仮設耐震構台は，熱遮蔽材に該当しないことから，

影響はない。 
－ 

  

第 25 条  一次冷却材  
－ 

仮設耐震構台は，一次冷却材に該当しないことか

ら，影響はない。 
－ 

  

第 26 条  燃料取扱設備及び燃

料貯蔵設備  － 
仮設耐震構台は，燃料取扱設備及び燃料貯蔵設

備に該当しないことから，影響はない。 － 
  

＊影響有無の凡例 〇：掘削による影響がある場合，△：掘削後の評価が掘削前の評価と概ね同等と判断できる場合，×：掘削による影響がない場合 
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表２ アクセスルートの仮設耐震構台の技術基準規則各条文との関係性及び工認申請図書への影響確認結果（２／３） 

技術基準規則  

各条文との関係性  工認申請図書への影響  

関係性  整理結果  
影響  

有無＊ 
影響確認結果  

第 27 条  原子炉冷却材圧力バウ

ンダリ － 
仮設耐震構台は，原子炉冷却材圧力バウンダリに

該当しないことから，影響はない。 － 
  

第 28 条  原子炉冷却材圧力バウ

ンダリの隔離装置等  
－ 

仮設耐震構台は，原子炉冷却材圧力バウンダリの

隔離装置等に該当しないことから，影響はない。 
－ 

  

第 29 条  一次冷却材処理装置  
－ 

仮設耐震構台は，一次冷却材処理装置に該当しな

いことから，影響はない。 
－ 

  

第 30 条  逆止め弁  
－ 

仮設耐震構台は，逆止め弁に該当しないことから，

影響はない。 
－ 

  

第 31 条  蒸気タービン 
－ 

仮設耐震構台は，蒸気タービンに該当しないことか

ら，影響はない。 
－ 

  

第 32 条  非常用炉心冷却設備  
－ 

仮設耐震構台は，非常用炉心冷却設備に該当しな

いことから，影響はない。 
－ 

  

第 33 条  循環設備等  
－ 

仮設耐震構台は，循環設備等に該当しないことか

ら，影響はない。 
－ 

  

第 34 条  計測装置  
－ 

仮設耐震構台は，計測装置に該当しないことから，

影響はない。 
－ 

  

第 35 条  安全保護装置  
－ 

仮設耐震構台は，安全保護装置に該当しないこと

から，影響はない。 
－ 

  

第 36 条  反応度制御系統及び

原子炉停止系統  
－ 

仮設耐震構台は，反応度制御系統及び原子炉停

止系統に該当しないことから，影響はない。 
－ 

  

第 37 条  制御材駆動装置  
－ 

仮設耐震構台は，制御材駆動装置に該当しないこ

とから，影響はない。 
－ 

  

第 38 条  原子炉制御室等  
－ 

仮設耐震構台は，原子炉制御室等に該当しないこ

とから，影響はない。 
－ 

  

第 39 条  廃棄物処理設備等  
－ 

仮設耐震構台は，廃棄物処理設備等に該当しない

ことから，影響はない。 
－ 

  

第 40 条  廃棄物貯蔵設備等  
－ 

仮設耐震構台は，廃棄物貯蔵設備等に該当しない

ことから，影響はない。 
－ 

  

第 41 条  放射性物質による汚染

の防止  
－ 

仮設耐震構台は，放射性物質による汚染の防止に

該当する施設ではないことから，影響はない。 
－ 

  

第 42 条  生体遮蔽等  
－ 

仮設耐震構台は，生体遮蔽等に該当しないことか

ら，影響はない。 
－ 

  

第 43 条  換気設備  
－ 

仮設耐震構台は，換気設備に該当しないことから，

影響はない。 
－ 

  

第 44 条  原子炉格納施設  
－ 

仮設耐震構台は，原子炉格納施設に該当しないこ

とから，影響はない。 
－ 

  

第 45 条  保安電源設備  
－ 

仮設耐震構台は，保安電源設備に該当しないこと

から，影響はない。 
－ 

  

第 46 条  緊急時対策所  
－ 

仮設耐震構台は，緊急時対策所に該当しないこと

から，影響はない。 
－ 

  

第 47 条  警報装置等  
－ 

仮設耐震構台は，警報装置等に該当しないことか

ら，影響はない。 
－ 

  

第 48 条  準用  
－ 

仮設耐震構台は，設計基準対象施設に該当しない

ことから，影響はない。 
－ 

  

第 49 条  重大事故等対処施設

の地盤  
－ 

仮設耐震構台は，重大事故等対処施設に該当しな

いことから，影響はない。 
－ 

  

第 50 条  地震による損傷の防止  

○ 

仮設耐震構台は，上位クラス施設（第１ベントフィル

タ格納槽等）に隣接しているため，上位クラス施設に

波及的影響を及ぼすおそれのない設計とする必要

があることから，影響がある。 

○ 

以下の図書に影響がある。 

・Ⅵ-2-1-4 耐震重要度分類及び重大事故等対処施設

の施設区分の基本方針  

・Ⅵ-2-1-5 波及的影響に係る基本方針  

・Ⅵ-2-1-8 水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せに

関する影響評価方針  

・Ⅵ-2-1-9 機能維持の基本方針  

・Ⅵ-2-11-2-13 仮設耐震構台の耐震性についての計

算書  

第 51 条  津波による損傷の防止  
－ 

仮設耐震構台は，津波防護対象設備に該当しない

ことから，影響がない。 
－ 

  

第 52 条  火災による損傷の防止  
－ 

仮設耐震構台は，重大事故等対処施設に該当しな

いことから，影響はない。 
－ 

  

第 53 条  特定重大事故等対処

施設  
－ 

仮設耐震構台は，特定重大事故等対処施設に該

当しないことから，影響はない。 
－ 

  

第 54 条  重大事故等対処設備  

○ 

仮設耐震構台は，第 54 条第３項第６号に該当する

アクセスルートを確保するための技術基準要求機器

に該当するため，影響がある。 

なお，仮設耐震構台は，重大事故等対処設備には

当たらない。 

○ 

以下の図書に影響がある。 

・原子炉冷却系統施設（蒸気タービンを除く。）の基本設

計方針  

・Ⅵ-1-1-7-別添１ 可搬型重大事故等対処設備の保管

場所及びアクセスルート 

第 55 条  材料及び構造  
－ 

仮設耐震構台は，重大事故等対処設備に該当しな

いことから，影響はない。 
－ 

  

第 56 条  使用中の亀裂等による

破壊の防止  
－ 

仮設耐震構台は，重大事故等対処設備に該当しな

いことから，影響はない。 
－ 

  

第 57 条  安全弁等  
－ 

仮設耐震構台は，重大事故等対処設備に該当しな

いことから，影響はない。 
－ 

  

第 58 条  耐圧試験等  
－ 

仮設耐震構台は，重大事故等対処設備に該当しな

いことから，影響はない。 
－ 

  

第 59 条  緊急停止失敗時に発

電用原子炉を未臨界に

するための設備  

－ 

仮設耐震構台は，緊急停止失敗時に発電用原子

炉を未臨界にするための設備に該当しないことから，

影響はない。 

－ 

  

＊影響有無の凡例 〇：掘削による影響がある場合，△：掘削後の評価が掘削前の評価と概ね同等と判断できる場合，×：掘削による影響がない場合 
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表２ アクセスルートの仮設耐震構台の技術基準規則各条文との関係性及び工認申請図書への影響確認結果（３／３） 

技術基準規則  

各条文との関係性  工認申請図書への影響  

関係性  整理結果  
影響  

有無＊ 
影響確認結果  

第 60 条  原子炉冷却材圧力バウ

ンダリ高圧時に発電用

原子炉を冷却するため

の設備  

－ 

仮設耐震構台は，原子炉冷却材圧力バウンダリ高

圧時に発電用原子炉を冷却するための設備に該当

しないことから，影響はない。 
－ 

  

第 61 条  原子炉冷却材圧力バウ

ンダリを減圧するための

設備  

－ 

仮設耐震構台は，原子炉冷却材圧力バウンダリを

減圧するための設備に該当しないことから，影響は

ない。 

－ 

  

第 62 条  原子炉冷却材圧力バウ

ンダリ低圧時に発電用

原子炉を冷却するため

の設備  

－ 

仮設耐震構台は，原子炉冷却材圧力バウンダリ低

圧時に発電用原子炉を冷却するための設備に該当

しないことから，影響はない。 
－ 

  

第 63 条  最終ヒートシンクへ熱を

輸送するための設備  
－ 

仮設耐震構台は，最終ヒートシンクへ熱を輸送する

ための設備に該当しないことから，影響はない。 
－ 

  

第 64 条  原子炉格納容器内の

冷却等のための設備  － 
仮設耐震構台は，原子炉格納容器内の冷却等のた

めの設備に該当しないことから，影響はない。 － 
  

第 65 条  原子炉格納容器の過

圧破損を防止するため

の設備  

－ 

仮設耐震構台は，原子炉格納容器の過圧破損を防

止するための設備に該当しないことから，影響はな

い。 

－ 

  

第 66 条  原子炉格納容器下部

の溶融炉心を冷却する

ための設備  

－ 

仮設耐震構台は，原子炉格納容器下部の溶融炉

心を冷却するための設備に該当しないことから，影

響はない。 

－ 

  

第 67 条  水素爆発による原子炉

格納容器の破損を防止

するための設備  
－ 

仮設耐震構台は，水素爆発による原子炉格納容器

の破損を防止するための設備に該当しないことから，

影響はない。 
－ 

  

第 68 条  水素爆発による原子炉

建屋等の損傷を防止す

るための設備  

－ 

仮設耐震構台は，水素爆発による原子炉建屋等の

損傷を防止するための設備に該当しないことから，

影響はない。 

－ 

  

第 69 条  使用済燃料貯蔵槽の

冷却等のための設備  － 
仮設耐震構台は，使用済燃料貯蔵槽の冷却等のた

めの設備に該当しないことから，影響はない。 － 
  

第 70 条  工場等外への放射性

物質の拡散を抑制する

ための設備  

－ 

仮設耐震構台は，工場等外への放射性物質の拡

散を抑制するための設備に該当しないことから，影

響はない。 

－ 

  

第 71 条  重大事故等の収束に

必要となる水の供給設

備  

－ 

仮設耐震構台は，重大事故等の収束に必要となる

水の供給設備に該当しないことから，影響はない。 － 

  

第 72 条  電源設備  
－ 

仮設耐震構台は，電源設備に該当しないことから，

影響はない。 
－ 

  

第 73 条  計装設備  
－ 

仮設耐震構台は，計装設備に該当しないことから，

影響はない。 
－ 

  

第 74 条  運転員が原子炉制御

室にとどまるための設備  
－ 

仮設耐震構台は，運転員が原子炉制御室にとどま

るための設備に該当しないことから，影響はない。 
－ 

  

第 75 条  監視測定設備  
－ 

仮設耐震構台は，監視測定設備に該当しないこと

から，影響はない。 
－ 

  

第 76 条  緊急時対策所  
－ 

仮設耐震構台は，緊急時対策所に該当しないこと

から，影響はない。 
－ 

  

第 77 条  通信連絡を行うために

必要な設備  
－ 

仮設耐震構台は，通信連絡を行うために必要な設

備に該当しないことから，影響はない。 
－ 

  

第 78 条  準用  

－ 

仮設耐震構台は，重大事故等対処施設に施設する

ガスタービン及び電気設備に該当しないことから，影

響はない。 

－ 

  

＊影響有無の凡例 〇：掘削による影響がある場合，△：掘削後の評価が掘削前の評価と概ね同等と判断できる場合，×：掘削による影響がない場合 

 

以 上 

 




